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大規模空間に設置された吊り天井の脱落被害再現実験 
 

１．はじめに 

 

 大地震発生時の避難拠点となる学校体育館などの大規模建築物については、避難拠点として災

害発生後も使用可能であり、災害発生後の余震にも耐えうる施設であることが求められています。

しかし、東日本大震災では本震に加えて最大震度 6弱以上の余震が多数回発生し、学校体育館な

どでは柱脚の損傷やブレース材（斜材）が折れ曲がるなどの構造部材の被害、および、天井材等

の非構造部材や照明等の設備機器の落下被害等により、地震後の避難拠点としての機能を満たさ

ない事例が報告されました。特に天井等の非構造部材の損傷・落下被害は、人命保護の観点から、

あってはならない事象であり、最優先で対策されるべき課題であるといえます。 

 東北地方太平洋沖地震時に多数の施設で発生した天井脱落被害を受け、国土交通省では、平成

２５年７月に建築基準法施行令を改正（平成２６年４月施行）し、天井脱落防止対策を義務づけ

ることとしました。また、文部科学省では、「学校施設における非構造部材の耐震対策の推進に

関する調査研究」において、「学校施設における天井等落下防止対策のための手引き」の作成を

行い、これを活用して学校体育館などの天井等の総点検・対策を推進しています。 

 防災科学技術研究所では、学校体育館などの天井落下被害軽減技術や対策の提案を行うことを

目的とし、「学校施設における大空間建築物の実験研究プロジェクト」を立ち上げました。本プ

ロジェクトは、学校体育館をモデル化した大規模空間を有する試験体の加振実験を実施し、大規

模空間での地震被害の発生を引き起こす構造体と非構造部材の応答特性と天井の脱落被害メカ

ニズムの解明を目指しています。 

 

２．試験体概要 

 

 本プロジェクトでは、試験体の天井の組み合わせを変えた実験を計画しています(表 1)。今回

公開する実験は最初に行うものであり、吊り天井の落下被害の再現を行い、そのメカニズム解明

を行うことを目的とした実験です。本実験で使用する試験体は、平面寸法 18.6m×30m の山形屋

根を有する体育館を模擬した試験体です(図 1)。この平面寸法は、バスケットコート(28m×15m)

ならば 1 面、バレーコート(18m×9m)ならば 2 面確保することが出来る大きさで、小中学校で使

用される体育館とほぼ同等の大きさの試験体です。Ｅ－ディフェンス震動台（15m×20m）を大き

く超える寸法の試験体で、これまで実施してきたＥ－ディフェンス振動実験の試験体の中でも最

大の平面寸法を有しています(図 2)。 
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表 1 実験計画 

実験時期 主体構造 天井 

平成 26年 1 月 

純鉄骨造 

柱：鉄骨造 

屋根：鉄骨山形架構 

・H13 年よりも前に設計・施工された耐震

対策されていない天井 

⇒大規模空間での地震被害の発生を引き

起こす構造体と非構造体の応答特性と、

天井の脱落被害のメカニズムの解明 

2 月 

・H26.4 に施行される基準に準拠した耐震

対策天井 

⇒新しい基準で設計された大規模空間に

おける天井の安全性および耐震余裕度

の検証 

   ※ 2 月の実験の詳細については別途お問い合わせください  

 

30m 18.6m
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平面図

正面図 側面図

  

図 1 試験体イメージ図と建設中の試験体 
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図 2 試験体の大きさ比較 

 



 

4 

 

 試験体の柱および大梁には幅 200mm、高さ（せい）400mm の H形鋼を、小梁には幅 248mm、高さ

124mm の H 形鋼を使用しています。今回の実験では、内部に設置された天井の動きを外側から確

認できるように屋根は省略し、建物の動きが実物の体育館と同等となるよう、鋼材おもりを屋根

面に調整して設置します。 

 試験体内部には、屋根面と同じ勾配を有する吊り天井を設置します(図 3)。今回の公開実験で

設置する天井は、揺れ止めのための斜め部材や周囲の壁との間に隙間（クリアランス）を空けて

いない、平成 13年度の国土交通省による技術的助言（国住指第 357 号｢芸予地震被害調査報

告の送付について（技術的助言）｣）よりも前の考え方で設計・施工された、耐震対策がされ

ていない天井を想定して設計しています。天井仕上げは、9.5mm 厚さの石こうボードと 9mm 厚さ

の岩綿吸音板を組み合わせたものを、下地材は、JIS規格で規定されている19型軽量鉄骨下地材

を使用し、既存の建物でも広く採用されている天井面としています。単位面積あたりの天井面

質量は約 13kg です。この天井面を、屋根面の梁に設置された母屋材(屋根を支える部材で、幅

50mm、高さ100mmの C形鋼)に、吊り長さ1.5mで、w3/8吊りボルトを使用してつり下げられた構

造となっています。吊りボルトの間隔は、梁間方向(短辺方向)には屋根に沿って 1.2m、桁行方

向(長辺方向)には 1mです。 

  

 

図 3 天井の各要素と寸法 

（左上図：吊り天井を構成する部材、中図：屋根と天井の関係(試験体断面図)、 

右下図：試験体の全体と天井配置イメージ） 
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３．入力地震動 

 

 2011 年東北地方太平洋沖地震の被害を再現するため、入力地震動としては、同地震において、

震源から 170km 離れた宮城県仙台市宮城野区にて強震観測網(K-NET)で観測された地震動 K-NET

仙台波（震度：6 強）を用います(図 4)。公開実験では、この K-NET 仙台波のレベルを調整して

入力する予定です。 

 

図 4 K-NET 仙台波 

（左図：K-NET 仙台波の加速度波形、右図：震源と観測点(K-NET 仙台)の位置） 


